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４．被災した住宅の修理 

（１）緊急復旧への対応 

 
◆ 概要 ◆ 

 
発災直後、自宅で生活するために緊急的に行う簡易な修理として、損傷した屋根・外壁へのブルーシート

張りや、水道管の水漏れ部分の補修等（以下、「緊急復旧」という。）が必要な場合がある。 
従って、被災した住宅の緊急復旧に必要な資材を可能な限り備蓄しておくこと、他の地方公共団体、ＮＰ

Ｏ法人、物販業等の民間団体・事業者等と事前に協定等を締結し、資材の供給に係る協力体制を構築してお
くこと、及び、発災後速やかに被災した住宅の緊急復旧の方法に関する情報を提供できるよう、当該情報に
ついて事前に収集・整理しておくことが重要である。 
特に水害の場合は、浸水した住宅の被害の状況をできる限り詳細に写真に撮った後、汚泥等を除去し、清

掃、洗浄、消毒して、十分に乾燥させることが必要である等、修理工事に取りかかる前に一定の作業及び期
間が必要となることを周知することが重要である。 
 
① 必要な資材の調達・配布 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 地方公共団体での備蓄状況の例：長崎県 

長崎県は、県の備蓄倉庫や各振興局等において、一定量の生活物資を備蓄しており、その状況をホームペ
ージにおいて公表している。 
備蓄箇所数及び主な保管場所とともに、流通備蓄協定の締結業者についても公表している。 

 

【備蓄状況等一覧】（長崎県、平成 31年 4月 1 日時点） 

物資の備蓄の有
無 
（有りの場合、
その種類等） 

食料 白飯（50食分）150個 
缶詰パン（2個入）7,416個 

飲料水 ペットボトル 2L 11,244 本 

毛布 毛布6,894枚 
タオルケット 300枚 

衛生用品 
紙おむつ（大人用）57パック、紙おむつ（乳幼児用）56パック、乳児用
おしりふき(3個)22パック、ほ乳ビン、生理用品210パック 
簡易トイレ（100回分）330個 

その他の主
な物資 

ブルーシート、タオル、バスタオル、マスク、歯ブラシ、石けん、衣類
（下着、トレーニングウェア、靴下、サンダル等）、調理器具（包丁、
フライパン、鍋、皿、カセットコンロ等）など 

備蓄個所数 ９か所 
主な保管場所 県の所有する備蓄倉庫、各振興局 

流通備蓄協定の締結業者 

長崎県生活協同組合連合会（災害時における応急生活物資供給）、マッ
クスバリュ九州（株）、イオン九州（株）、（株）イズミ、（株）セブ
ン－イレブン･ジャパン、（株）ファミリーマート、（株）ローソン、
ＮＰＯ法人 コメリ災害対策センター、（株）ナフコ、サントリーフー
ズ（株）、（株）伊藤園（災害時における物資の供給）、（株）レンタ
ルのニッケン長崎営業所（災害時における物資の仮設トイレ）、長崎県
冷蔵倉庫協会、長崎県倉庫協会（災害時における物資の保管等）、南日
本段ボール工業組合（段ボール製品の供給）  

 

 
出典：長崎県ホームページより作成 

（https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2019/06/1560422767.pdf） 
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○ 災害時の物資供給に関する協定の例：千葉市 

千葉市は、他の行政機関や民間団体・事業者等と災害時の応援や協力に係る協定を締結し、被災した住宅
の緊急復旧に係る資材確保の準備を行っている。 

 

【災害時の物資供給に係る千葉市とその他の自治体との相互応援協定の例】 
協定名称 協定締結先 締結（改正）年月日 協定概要 

災害時における千葉県内市
町村間の相互応援に関する
基本協定 

千葉県及び県内市町村 平成 8 年 2月 23 日 
救助、復旧の相互協力 
（役務・物資の提供な
ど） 

災害時における相互援助に
関する協定 

水戸市、前橋市、宇都宮市、
さいたま市、甲府市、横浜市 

平成 8 年 10 月 23
日（改正） 

救助、復旧の相互協力 
（役務・物資の提供な
ど） 

九都県市災害時相互応援に
関する協定 

埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、横浜市、川崎市、さ
いたま市、相模原市 

平成 26 年 2 月 13
日（改正） 

救助、復旧の相互協力 
（役務・物資の提供、避
難場所の相互使用など） 

21 大都市災害時相互応援
に関する協定 

札幌市、仙台市、東京都、横
浜市、川崎市、名古屋市、京
都市、大阪市、神戸市、広島
市、北九州市、福岡市、さい
たま市、静岡市、堺市、新潟
市、浜松市、岡山市、相模原
市、熊本市 

平成 24 年 4 月 1 日
（改正） 

救助、復旧の相互協力 
（役務・物資の提供な
ど） 

関西広域連合と九都県市と
の災害時の相互応援に関す
る協定 

関西広域連合 平成 26年 3月 6日 
救助、復旧の相互協力 
（役務・物資の提供な
ど） 

 

【災害時の物資供給に係る千葉市と民間団体・事業者等との協定の例】 
（被災した住宅の緊急復旧に必要な資材（ブルーシート等）があるもののみ抜粋） 

協定名称 協定締結先 締結年月日 協定概要 
災害時における物資調達に 
関する協定書 

コストコホールセールジャ
パン(株) 

平成 29 年 1 月 27
日 

災害時における食料・生
活必需品等供給協力 

災害時における生活物資の
供給協力に関する協定 （株）カインズ 平成 29 年 5 月 26

日 
災害時における応急生
活物資等供給協力 

災害時における物資供給に
関する協定 

ＮＰＯ法人コメリ災害対策
センター 

平成 29 年 5 月 26
日 

災害時における応急生
活物資等供給協力 

 

出典：千葉市ホームページより作成
（https://www.city.chiba.jp/somu/kikikanri/saigai-kyotei-ichiran.html） 

https://www.city.chiba.jp/somu/kikikanri/saigai-kyotei-ichiran.html
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○ ＮＰＯ法人との協定締結による災害時の物資供給の例：ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター 

ＮＰＯ法人コメリ災害対策センターは、地方公共団体と災害時の協定を締結（871 件締結済：令和元年 12
月 31 日現在）し、物資供給のネットワークを構築している。 
本センターは、協定先自治体（協定を締結している被災地方公共団体）からの物資供給の要請を受け、(株)

コメリやコメリグループ、災害対策ネットワーク協力企業に必要な物資の供給を依頼し、全国 10ヵ所の流通
センターに備蓄されている物資や新たに手配した物資を当該被災地方公共団体の拠点又は避難所に送る。 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本センターのホームページでは、災害発生直後に被災地方公共団体から特に要請の多かった物資が公表さ
れており、被災した住宅の緊急復旧に必要な資材としては、例えば、ブルーシート（3.6×5.4ｍ等）、PPロ
ープ、土のう袋、水害時の消毒剤等が掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＮＰＯ法人コメリ災害対策センターホームページ（http://www.komeri-npo.org/index.html） 

【物資供給ネットワーク構築】 

【コメリ要請物資一覧】 
 

http://www.komeri-npo.org/index.html
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 壊れた屋根の緊急復旧に必要な資材の調達・配布の例：倉吉市（鳥取県） 

鳥取県倉吉市では、平成 28 年鳥取県中部を震源とする地震の際に合計 9,440 件（全壊：４、半壊：246、
一部損壊：9,190）の住家被害があり、以下の要領でブルーシートを配布した。 

 
調達方法：県が調達し、市町からの要望を元に配分 
被災者への周知方法：防災無線で放送 
配布数：ブルーシート約 27,000 枚、土のう袋（適宜） 
配布方法 ：１人２枚まで 

（当初は名簿記載を求めたが、希望者が殺到したため、名簿記載をさせずに配布した） 
配布場所：市役所駐車場 
 

○ 自治体が事業者と連携し、ブルーシート張りを支援した例：千葉県 

千葉県は、令和元年台風第 15 号及び第 19 号等により被災した家屋に係る応急防水施工（ブルーシート張
り）について、被災者自らが発注する事業者受注体制の強化を図った。 
「応急防水施工業者登録プラットホーム」を構築し、県内外事業者等を募集、登録した上で、申し込みの

あった被災者とブルーシートを展張できる事業者等を結びつける仕組みとした。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：千葉県ホームページ 
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② 緊急復旧の方法に係る情報の提供 
 
◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 台風第 15号に係る「長持ちするブルーシートの張り方」の共有：内閣府 

内閣府では、台風第 15 号により千葉県内の屋根被害が多数に及び、展張したブルーシートが、その後の台
風第 17号の強風の影響で一部は外れて張り直しが必要になるものが出てきている状況を受け、平成 30 年大
阪北部地震の頃からブルーシート張りを実施してきた NPO団体が、その知見を活かして作成した「長持ちす
るブルーシートの張り方」について情報共有した（令和元年９月 26 日付 内閣府政策統括官（防災担当）付
参事官（普及啓発・連携担当）付 事務連絡）。 
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出典：内閣府ホームページ 
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○ 震災に便乗した悪質商法への注意喚起の例：（独）国民生活センター 

（独）国民生活センターは、震災に便乗した悪質商法について、過去の震災発生時に寄せられた相談事例、
消費者へのアドバイス、啓発用リーフレットを公表している。 

 

出典：（独）国民生活センターホームページ 
（http://www.kokusen.go.jp/mimamori/mj_mailmag/mj-shinsen343.html） 
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○ 台風に便乗した悪質商法への注意喚起の例：茨木市（大阪府） 

茨木市は、平成 30年台風第 21号の被災者に対し、市のホームページにて悪質商法への注意喚起を行った。 

出典：茨木市ホームページ 
（ http://www.city.ibaraki.osaka.jp/saigai/zisinooamenikannsuruosirase/sikaranoosirase/42

855.html） 
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○ 浸水した住宅の緊急復旧の方法に係る情報提供の例：岡山県 

岡山県は「浸水被害を受けた建築物の応急・復旧対策情報」として、ホームページにおいて、水害にあっ
た住宅でまずやるべきことをまとめたリーフレット等を公表した。 

 

 

次頁へ続く 



 
４．被災した住宅の修理 

53 
 

 

 

 

次頁へ続く 
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図２－15 （参考情報）水害にあった住宅でまずやるべきこと 

 

出典：岡山県ホームページ（http://www.pref.okayama.jp/page/567885.html） 
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○ 被災した家屋での感染症対策の例：厚生労働省 

厚生労働省は、「被災した家屋での感染症対策」について、ホームページにリーフレットを公表している。 

出典：厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_00341.html） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_00341.html
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○ 水害からの生活再建の手引きの例：震災がつなぐ全国ネットワーク 

「震災がつなぐ全国ネットワーク」は、過去に水害で被災した地域における
支援経験に基づき、写真やイラストを用いて、水害にあった際の対応に係る情
報を掲載した冊子「水害にあったときに ～浸水被害からの生活再建の手引き
～」を作成している。 
本手引きでは、家屋の片付けと掃除の方法（床下の掃除や泥の除去、床下の

乾燥等）とともに、罹災証明書の交付や支援制度等の申請手続、水害からの生
活再建の体験等が記載されている。 

 
 
 

○ 行政が主体となって消毒を実施した例：大洲市（愛媛県） 

大洲市は平成 30年 7月豪雨の際に、要望があった住宅において消毒を実施した。 
消毒の際に用いた動力噴霧器・ホース取巻機・ジェット噴口一式については、３セットは市で購入し、21

セットは市内の消防団員・農家の方等から借り上げた。 
消毒剤は塩化ベンザルコニウムを用い、薬品会社と単価契約を締結して購入（500ｍｌ×約 1,700 本）した。 
また、被災者からの要望に応じて消毒剤を配布した。 

 

○ 行政が被災者に消毒剤を配布した例：坂町（広島県） 

坂町は平成 30 年 7月豪雨の際に、床上浸水した住宅での感染症対策として、県の指示のもと、床上浸水後
の片付け状況を紙面で確認し（下図）、使用方法、注意点を説明した上で、説明資料とともに県から提供を
うけた塩化ベンザルコニウムを被災者に手交した（容器には、薬品名のシールを貼付した。床下浸水につい
ては、基本的に配布していない。）。 

 

 

出典：震災がつなぐ全国ネットワーク「『水害にあったときに』
～浸水被害からの生活再建の手引き（冊子版）」 
（http://blog.canpan.info/shintsuna/archive/1420） 

出典：坂町提供資料 
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（２）災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）  

 

◆ 概要 ◆ 

 
① 趣旨 
災害救助法に基づく応急修理制度（以下「応急修理制度」という。）は、法第４条に示す救助の種類のう

ちの１つである「被災した住宅の応急修理」であり、災害救助法が適用された際に実施される。 
応急修理制度は、災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力で

は応急修理をすることができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家
が半壊した者に対して、災害のために住家に被害を受け、そのままでは住むことができない状態にあるが、
破損箇所に手を加えれば、何とか日常生活を営むことができるような場合に、必要最小限の修理を行う制度
である。 
【参考：住宅の応急修理制度の拡充「準半壊」の創設】 
令和元年8月の豪雨災害や台風第15号による災害により、極めて多くの家屋に被害が生じ、被災者の日常の

生活に著しい支障が生じたことから、応急修理制度を拡充し、恒久的制度として、一部損壊の住家のうち損
害割合が10％以上の被害が生じたもの（以下「準半壊」という。）について支援の対象とすることとした。 
※ 損害割合10％以上20％未満の被害の住家に対し、り災証明書の「被害の程度」欄には、少なくとも「全
壊」、「大規模半壊」、「半壊」、「準半壊」及び「一部損壊（10％未満）」の区分を記載すること。さ
らに、地方公共団体の独自支援策において必要とされる場合には、これら以外の区分を記載することも考
えられる。 
 

② 対象者 
以下のア及びイの要件を満たす者（世帯） 
ア 当該災害により半壊若しくは準半壊（自らの資力で応急修理ができない場合に限る）又は大規模半

壊の住家被害を受け、そのままでは住むことができない状態にあること 
…半壊若しくは準半壊の住家被害を受けた者の資力要件については、都道府県又は市町村において、
「資力に関する申出書」（※）を基に、その被災者の資力を把握し、制度の趣旨を十分理解して
運用すること。 

 ※災害救助事務取扱要領（令和２年５月、内閣府）別紙様式２ 
…全壊の場合でも、応急修理を実施することにより居住することが可能であるならば、内閣総理大
臣と協議の上、対象とすることが可能である。 

…借家等は、通常はその所有者・管理者が修理を行うが、所有者・管理者が修理を行わず、また、
居住者の資力では修理できないため、現に居住する場所がない場合は、応急修理を行って差し支
えない（※）。この場合、そこに居住する世帯の数により行って差し支えない（１人の者が複数
の借家等を所有する場合においても同様である）。 

 ※なお、この場合、所有者・管理者に資力がないことを証する資料が必要となる。 
イ 応急修理を行うことによって避難所等への避難を要しなくなると見込まれること 

 
③ 基準額 
・準半壊の世帯：１世帯あたり 30万円以内（※） 
・大規模半壊・半壊の世帯：１世帯あたり 59万 5千円以内（※） 

※平成 25 年 10月１日 内閣府告示第 228号（最終改正：令和元年 10月 23 日 内閣府告示第 378号） 
・同一住家（１戸）に２以上の世帯が居住している場合は、１世帯当たりの額以内とすることを原則とす
る。ただし、完全に世帯が分離していることが確認（都道府県の判断）できれば、世帯数分の額が支給
される。 
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④ 期間 
・災害発生の日から１月以内に完了すること。 
・ただし、災害の規模や被災地の実態等によって実施期間の延長が必要な場合は、必要な期間を内閣総理
大臣と協議の上、実施期間の延長を行うこと。 

 
⑤ 対象範囲  
屋根、柱、梁、床、外壁、基礎、ドア、窓、給排気設備、上下水道の配管、電気・ガス・電話等の配線、

便器・浴槽等の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分であって、緊急に応急修理を行うことが
適当な箇所。 
 
⑥ 応急修理制度における区分所有マンションの共用部分の取扱い 
区分所有マンションの共用部分の応急修理は、管理組合理事会や各住居世帯主持ち回り等により入居者の

正式な同意（同意書）が得られれば、入居世帯分の費用を合算して行うことが可能である。具体的には、申
込の代表者が各世帯の応急修理申込書をとりまとめ、市町村に提出することが考えられる（※１）。 
専有部分の応急修理を申し込んだ世帯（※２）が、共用部分の応急修理についても申し込む場合、１世帯

あたりの限度額（令和元年度：59万５千円）から専有部分の応急修理に要する額を差し引いた額が当該共用
部分の応急修理の限度額となる（専有部分及び共用部分の応急修理に係る費用を合計した額≦１世帯あたり
の限度額）。 
※１ 過去の災害では、複数世帯が共同で応急修理を申し込む場合に、各世帯から申込の代表者宛ての委任

状の提出を求めた例がある。 
※２ 区分所有マンションの専有部分のみに応急修理制度を適用する場合については、基本的に戸建住宅の

場合と同様の手続となる。 
 
【災害救助法 （昭和 22年 10月 18日 法律第 118号）（抄）】 
（目的） 
第１条 この法律は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、
応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。 

（救助の対象） 
第２条 この法律による救助（以下「救助」という。）は、都道府県知事が、政令で定める程度の災害が発
生した市（特別区を含む。以下同じ。）町村（以下「災害発生市町村」という。）の区域（地方自治法（昭
和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区若しくは総
合区の区域とする。次条第１項において同じ。）内において当該災害により被害を受け、現に救助を必要
とする者に対して、これを行う。 

（救助の種類等） 
第４条 救助の種類は、次のとおりとする。 
 一 避難所及び応急仮設住宅の供与 
 二～五 略 
 六 被災した住宅の応急修理 
 七～十 略 
２ 救助は、都道府県知事等が必要があると認めた場合においては、前項の規定にかかわらず、救助を要す
る者（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれを行うことができる。 

３ 救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令で定める。 
 
【災害救助法施行令 （昭和 22年 10月 30日 政令第 225号）（抄）】 
（救助の程度、方法及び期間）  
第３条 救助の程度、方法及び期間は、応急救助に必要な範囲内において、内閣総理大臣が定める基準に従
い、あらかじめ、都道府県知事又は救助実施市の長（以下、「都道府県知事等」という。）が、これを定
める。 

２ 前項の内閣総理大臣が定める基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事等は、
内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 
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【災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 
（平成 25年 10月１日 内閣府告示第 228号、最終改正：令和元年 10月 23日）（抄）】 
（被災した住宅の応急修理） 
第７条 法第4条第1項第6号の被災した住宅の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 
一 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理を
することができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊し
た者に対して行うものであること。 

二 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、その修理
のために支出できる費用は、一世帯当たり次に掲げる額以内とすること。 

   イ ロに掲げる世帯以外の世帯 59万5千円 
   ロ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 30万円 
三 住宅の応急修理は、災害発生の日から１月以内に完了すること。 

 
【災害救助事務取扱要領 (令和元年 10月、内閣府政策統括官（防災担当）)（抄）】 
第４ 救助の程度、方法及び期間に関する事項 
９ 被災した住宅の応急修理 
（４）基準額 

法による住宅の応急修理は、居室、炊事場及び便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をも
って行うものとし、その修理のため支出できる費用は、基準告示に定める額以内とする。 

ア  法による住宅の応急修理のため支出できる費用は、原材料費、労務費、輸送費及び修理事務費等一切
の経費を含むものである。 
したがって、大工、左官等の工事関係者を法第７条の規定による従事命令によって従事させたときに

おいては、これら従事者の実費弁償の額についても、住宅の応急修理のために支出できる費用の額に含
まれるものである。 

イ  同一住家（１戸）に２以上の世帯が居住している場合に住宅の応急修理のため支出できる費用の額は、
１世帯当たりの額以内とすることを原則とする。 

 
【災害救助法の住宅の応急修理について 
（平成 23年 6月 30日付 社援総発 0630第１号 厚生労働省社会・援護局総務課長通知）（抄）】 

 
社援総発 0630 第１号 
平成 23年 6月 30 日 

災害救助法適用都県災害救助担当主管部（局）長 殿 
厚生労働省社会・援護局総務課長 

 
災害救助法の住宅の応急修理について 

  
今般、災害救助法に基づく住宅の応急修理について、区分所有のマンションの共用部分の扱いに関す

る考え方を改めて整理しましたので、お知らせします。 
（略） 

記 
１．（略） 
 
２.（中略）区分所有のマンションの共用部分に対する応急修理については、以下のように取り扱うこと
とします。 

(1) ある被災世帯の「専用部分及び共用部分（当該世帯の持分）」の全体に関して、半壊又は半焼の被害
が生じている場合であること。 

(2) 共用部分（例えば、廊下、階段、エレベーターを利用しなければ専用部分にアクセスできないよう
な部分）の応急修理が当該世帯にとって、日常生活に必要欠くことのできないものであること。 

(3) （略） 
 
３．また、共用部分の応急修理を行う際には、以下の点を明らかにし、限度額の範囲内でご対応くださ
い。 

(1) 共用部分と専用部分の補修契約が同一の場合 
 ① 共用部分の箇所 
 ② その応急修理が当該世帯にとって必要欠くことのできない必要最小限度のものである理由 
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(2) 共用部分と専用部分の補修契約が異なる場合、(1)に加えて、 
 ① 共用部分の補修費用を負担することとなる世帯 
 ② その負担金額 
 ③ 共用部分に係る応急修理の全体額 
 
４．共用部分への応急修理が必要な居室の数は、機械的に当該マンションの居室の数全体とはならず、
半壊又は半焼の被害を受けた個々の居室のうち、当該共用部分の応急修理を行わなければ、当該居室
にそのままでは住むことができないが、その破損箇所に手を加えれば、何とか日常生活を営むことが
できることとなる居室に限られます。 

 
５．なお、この取扱いについては、東日本大震災による被害を受けた物件についての適用を想定してお
ります。 

 
【参考．被災者台帳の作成・活用による罹災証明書の添付省略】 
応急仮設住宅や住宅の応急修理、災害援護資金貸付申請の前提となる住家被害の証明については、これま

でも「罹災証明書」等によらなくても、自治体窓口において、システム等により確認できるものについては、
省略することができたが、平成 25年６月に「災害対策基本法」が改正され、市町村において「被災者台帳」
を作成し、被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を目的外利用したり、他の自治体に提供する
ことが可能となった。 
被災者台帳の作成・活用により、申請時に罹災証明書の添付を不要とし、被災者の負担軽減を図るととも

に、これらの支援施策を迅速に実施するといった運用も可能であるので、市町村が被災者台帳を作成した場
合には、台帳情報の積極的活用に努めることが望ましい。 
 



 
４．被災した住宅の修理 

61 
 

 

◆ 手続きの流れ ◆ 

 
応急修理制度の手続きの流れは以下の通りである。 
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【災害救助法による住宅の応急修理に関するＱ＆Ａの送付について 
（令和元年 11月 22日付 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当）事務連絡）】 
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◆ 住宅の応急修理の対象範囲 ◆ 

 
住宅の応急修理の対象範囲は、屋根等の基本部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管・配線、トイレ等

の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分であって、応急的に修理を行うことが適当な箇所につ
いて、実施することとする。 

 
応急修理の箇所や方法等についての基本的な考え方は、以下の通りである。 
① 災害の被害と直接関係ある修理のみが対象となる。 
② より緊急を要する部分から実施すべきであり、通常、畳や壁紙等の内装の補修は、優先度が低いこと

から、原則対象外とする。ただし、日常生活に必要欠くことのできない部分の修理に併せて応急的に
実施することが必要な修理（以下「道連れ修理」という。）は対象とする。（例：床や外壁の修理と
併せて畳や壁紙等の内装の補修が行われる場合、当該床・壁の部分の内装の補修に限り対象とする。） 

③ 修理の方法は、代替措置でも可とする。（例：柱の応急修理が不可能な場合に壁を新設する。） 
④ 家電製品は対象外である。 
 

【応急修理の対象範囲と工事内容の例（戸建住宅の場合）】 
部位 具体的な修理内容の例 

屋根 ○屋根葺材（瓦、鋼板等）のずれの直し 
○割れた屋根葺材（瓦、鋼板等）の交換 

（屋根の修理に伴う道連れ修理） 
・野地板（屋根葺材の下地として垂木の上に張る板）や、野地板の上の防水シー
トの張替え 

・雨樋の撤去、再設置 
 

外壁 ○ひび割れ部分へのモルタル、エポキシ樹脂、シーリング材等の充填 
○破損部分の撤去 
○破損部分の下地材の交換、外装材の張替え、塗替え 
○浸水した断熱材の交換 
○外壁の内側の破損部分の交換 
 

外部建具 〇壊れた玄関扉やサッシの交換 
○破損した窓ガラス、窓のカギの交換 
 

内壁・内部建具 ○汚泥や悪臭により使用できない壁 
○浸水して反ってしまったドアの交換 
〇枠組みが破損したふすま、障子類の交換 

構造部材 ○壊れた柱、梁、筋違、部材を緊結する金物の交換 
○柱、梁の修理が不可能な場合に代替的に合板等を用いて耐力壁を設置 

（構造部材の修理に伴う道連れ修理） 
・構造部材の交換に伴い必要となる内装仕上材の張替え、塗替え 

基礎 ○ひび割れ部分へのモルタル、エポキシ樹脂の充填 
○欠損部分へのコンクリート増打ち 
 

床 ○壊れた床組（根太、大引等）の交換、金物による緊結 
○下地（合板等）の交換 
○浸水した断熱材の交換 
○汚泥や悪臭により使用できない床 

（床の修理に伴う道連れ修理） 
・床の修理に伴い必要となる床仕上材(フローリング、畳等)の交換 

天井 ○日常生活に不可欠な居室、トイレ、浴室、廊下等にて落下した天井部分の留付け、
交換 

（天井の修理に伴う道連れ修理） 
・天井の修理に伴い必要となる天井仕上材の交換 

浄化槽 ○浄化槽の破損部分の部品交換 
○破損した配管の交換 
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部位 具体的な修理内容の例 
上下水道・ガスの配
管 

○水漏れ部分やガス漏れ部分の配管の修理、交換 

（配管の修理に伴う道連れ修理） 
・配管の修理のために剥がした床や壁の下地材、仕上材の交換 

電気配線、スイッチ
等 

○電気配線の修理、交換 
○スイッチやコンセントの交換 

（電気配線、スイッチ等の修理に伴う道連れ修理） 
・電気配線、スイッチ等の修理のために剥がした床や壁及び当該部分の下地材、仕
上材の交換 

給湯器、給排気設備 ○給湯器、機械換気設備の本体又は部品の交換 
○給気口・換気口の修理・交換 

（機械換気設備の修理に伴う道連れ修理） 
・機械換気設備の修理のために剥がした床や天井及び当該部分の下地材、仕上材の
交換 

トイレ、浴室等 ○壊れた便器の本体又は部品の交換（元から洗浄機能が付いていた場合における同程度
の機能の便器への交換は対象。） 

○壊れた浴槽の本体又は部品の交換（元から追い炊き機能が付いていた場合におけ
る同程度の機能の浴槽への交換は対象。） 

○壊れた流し台（キッチン）の交換 

（便器、浴槽の修理に伴う道連れ修理） 
・便器、浴槽の修理のために剥がした床や壁及び当該部分の仕上材の交換 
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【応急修理の対象範囲と工事内容の例（区分所有マンションの共用部分の場合）（注）】 

部位 具体的な修理内容の例 対象世帯の例 
共用廊下 ○壊れた部分の撤去及び修理 

○壊れた部分の修理に併せて行うタイル
等の復旧、塗装 

○壊れた手摺の交換 

応急修理制度の対象世帯のうち、当該
部位の修理が必要な世帯 《図１》 

共用階段 ○壊れた部分の撤去及び修理 
○壊れた部分の修理に併せて行うタイル
等の復旧、塗装 

○壊れた手摺の交換 

応急修理制度の対象世帯のうち、当該
部位の修理が必要な世帯 《図２》 

エレベーター ○壊れた部品の交換 応急修理制度の対象世帯のうち、当該
部位の修理が必要な世帯 《図３》 

高架水槽、受水槽、
浄化槽 

○壊れた高架水槽、受水槽、浄化槽の修理、
部品交換 

○ポンプ、ブロワ等の修理、交換 

応急修理制度の対象となる全ての世
帯 

注：借家等は、通常はその所有者・管理者が修理を行うが、所有者・管理者が修理を行わず、また、居住
者の資力では修理できないため、現に居住する場所がない場合は、応急修理を行って差し支えない（※）。
この場合、そこに居住する世帯の数により行って差し支えない（１人の者が複数の借家等を所有する
場合においても同様である）。 

  ※なお、この場合、所有者・管理者に資力がないことを証する資料が必要となる。 

《図１》 共用廊下の応急修理の対象世帯の例 

 

 

 

 

 

 

《図２》 共用階段の応急修理の対象世帯の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
《図３》 エレベーターの応急修理の対象世帯の例 

 
 

共用階段の損傷等により、専有部分
へのアクセスに支障が生じている世
帯が、応急修理の対象となる。 
（左図ではＡが対象となる。） 

エレベーターの修理が必要な場合
は、２階以上に住む世帯が対象とな
る。 
（左図ではＡ、Ｂ、Ｃが対象となる。） 

共用廊下の損傷等により、専有部分へ
のアクセスに支障が生じている世帯
が、応急修理の対象となる。 
（左図ではＡ、Ｂが対象となる。） 

 

 

 



 
４．被災した住宅の修理 

71 
 

 

① 都道府県・市町村の役割分担 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 県と市町村の役割分担・業務の流れを定めたマニュアルを作成した例：神奈川県 

神奈川県地域住宅協議会（※）は、県の関係部局や市町村との調整・検討を重ね、災害時に迅速かつ円滑
に住宅の応急修理を実施できるよう、県と市町村の役割分担の明確化を図り、原則として市町村が応急修理
の主体業務を実施する場合のマニュアルとして、「神奈川県住宅の応急修理・障害物の除去マニュアル」を
作成し、応急修理制度の運用について、具体的な業務の流れと関係各課との役割分担、手続に必要な様式等
を定めている。 
※神奈川県及び県内市町村住宅部局と住宅事業者で構成される協議会 
（事務局：神奈川県県土整備局建築住宅部住宅計画課） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 県・市町村・関係団体の役割分担等を定めたマニュアルを作成し勉強会を開催している例：徳島県 

徳島県は、風水害が発生した際に、建設技能者やボランティア等の参画によって被災住宅の復旧活動が迅
速に行われる体制をあらかじめ構築するべく、「風水害等による被災住宅復旧マニュアル検討委員会」（※）
を設置した。（公社）徳島県建築士会等の関係団体や県の関係部局が協力して「風水害等による被災住宅復
旧マニュアル」を作成し、発災時における県内市町村、建築士会、住宅建設関連の事業者・専門工事業者等
の役割分担、活動フロー等を提案しており、それを踏まえて市町村と県で意見交換する等して各市町村版の
活動フロー等の検討を進めている。 
また、県の住宅・建築部局が中心となって、県内市町村を対象に、事前課題の抽出・分析や災害救助法の

理解を深めるための勉強会を開催している。勉強会には、市町村の住宅・建築部局に加え、防災部局の職員、
関係団体も出席し、災害救助法に基づく応急修理制度の実施や応急仮設住宅の供与に向けた体制や仕組の構
築に向けた検討を行っている。 
※学識者、徳島県建築士会、徳島弁護士会、県社会福祉協議会、県（住宅課、とくしまゼロ作戦課）にて構成 

出典：神奈川県地域住宅協議会「神奈川県住宅の応急修理・障害物の除去マニュアル」 
平成 25年 4月 
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② 実施要領、様式等の作成 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 応急修理マニュアルを整備した例：香川県 

香川県では、大規模災害が発生した際に、迅速かつ円滑に対応できるよう「応急修理マニュアル」を作成
し、県のホームページで公開している。本マニュアルは、市町村、事業者団体、修理業者、被災者の主体毎
に、応急修理に係る事務処理の流れや手続きに必要な各種様式が定められている。 

参考文献：香川県「香川県応急修理マニュアル」平成 26 年３月 
（https://www.pref.kagawa.lg.jp/jutaku/oukyukasetsu/oukyusyuri.pdf） 

 

 

◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

 

○ 申込時点で罹災証明書が交付されていない場合に、「承諾書」の提出を求めた例：坂町（広島県） 

坂町は、平成 30年 7 月豪雨の応急修理制度の申込を受け付ける住宅の被害の程度（半壊以上の被害である
こと）を確認するため、罹災証明書の提出を求めていたが、申込時点で罹災証明書が未交付である場合は、
申込後、罹災証明書が交付された段階での提出も認めた。 
ただし、その場合の罹災証明書の内容が、応急修理制度の要件に合致しない場合（半壊以上の被害でなか

った場合）には、応急修理制度の申込が無効になることを申込者（被災者）が承諾する旨を記した「承諾書」
の提出をあわせて求めた。 
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○ 借家の賃借人が申し込む際の添付資料の例：宇和島市（愛媛県） 

宇和島市は、平成 30年 7月豪雨の応急修理制度の申込者（借家の賃借人）には、当該借家の賃借人が申し
込むことに家主が同意する旨が記載され、家主が署名又は記名押印した「住宅の応急修理申込チェックシー
ト」の添付を求めた。 
更に、申込者に自らの資力では修理をすることができないこと、家主も修理を行う資力がないことを記載

し家主が署名又は記名押印をした「申出書」の添付を求めた。 
 

【応急修理の対象者等要件】

　　　＊借家の場合は、所有者が修理を行えず、かつ所有者の同意を得ることができる。

【 家主の同意欄 （借家の場合） 】

　　　　（大規模半壊の住宅被害を受けた世帯は除く。）

（５）応急修理をする箇所が、屋根等の基本部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管・配線、トイレ等の
　　衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分である。

災害救助法に基づく、住宅の応急修理は次の要件を満たす必要があります。
次の（１）～（５）までの要件を確認のうえ、申請してください。
なお、住宅の応急修理にかかる費用は、1世帯あたり584,000円を限度としており、限度額を超える部分の工事
については、被災者の負担となります。

■住宅の応急修理申込チェックシート

（２）応急修理を行なうことによって、避難所等への避難を要しなくなり、被害を受けた住宅での生活が可能
　　となることが見込まれる。

（１）住宅が災害により、半壊又は大規模半壊の被害を受け、そのままでは住むことができない状態である。

（３）応急仮設住宅（民間賃貸住宅含む）を利用しない。

（４）自らの資力では応急修理を行うことができない。　

上記の災害救助法に基づく、住宅の応急修理の要件等を確認し、申し込みます。

氏 名 印

私は、上記申請者に賃貸している住宅について、応急修理を行うことに同意します。

家主 住 所

氏 名 印

電 話

出典：宇和島市提供資料 

※（３）については、令和 2 年 7 月豪雨より、応急修理期間中の 
応急仮設住宅の使用が可能となっていることに留意すること 
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○ 申込者が複数の修理業者に工事を発注した場合の「総額用」の様式を用意した例  

：呉市、三原市、坂町（広島県） 

呉市、三原市、坂町は、平成 30年 7月豪雨の応急修理制度の申込者（被災者）が、複数の修理業者に工事
を依頼した場合には、各修理業者が修理見積書を作成しそれぞれ提出してくるため、費用の総額が応急修理
工事費の限度額を超えていないことを確認できるよう、申込者（被災者）に「総額用」の見積書の提出を求
めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：坂町提供資料 

※この用紙は施工業者が複数社の場合のみ使用してください 
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○ 施工前・施工中・施工後の工事写真のまとめ方の見本を示した例：常総市（茨城県） 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨の際、常総市は、修理箇所の「施工前・施工中・施工後の写真」について、
修理箇所毎に１枚の台帳にレイアウトする「工事写真ひな形」及び「まとめ方見本」（下図）を示した。 
これにより、修理業者が施工前・施工中・施工後の写真が必要ということを改めて認識できるとともに、

市も提出された写真を確認しやすくなった。  

出典：常総市提供資料 
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③ 管理台帳・業務体制の整備 
 

◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 管理台帳における項目の例：熊本市 

熊本市では、平成 28年熊本地震の際の応急修理制度の受付管理のため、管理台帳（複数の職員が管理台帳
を同時編集できるような設定のデータファイル）を作成し、応急仮設住宅との重複申込の防止のため、翌日
までには入力出来るような体制とした。 

 

管理台帳に入力していた項目 

・受付番号、案件の状態 
・氏名、住所（区分所有マンションの場合はマンション名も入力）、電話
番号 

・罹災区分 
・市の業務担当者名 
・制度申込受付日 
・修理見積書の受取日、全体見積額、応急修理工事に係る見積額 
・修理依頼日 
・指定業者名、誓約書と相手方振込口座登録申請書の提出有無（未登録
業者のみ必要）、履行期間 

・工事完了日 
・支払日 

今後の改善点等 

・応急修理を実施した箇所の概要や、借家かどうかが分かる入力欄があ
るとより管理しやすい。 

・申込者が複数の修理業者に応急修理工事を依頼する場合、それぞれの
修理業者の応急修理工事に係る見積額の合計額の確認欄を設ける等、
上限額との比較をしやすくすることが必要である。 

 
 
 

○ 管理台帳に修理業者に関する入力欄を複数設けた例：大洲市（愛媛県） 

大洲市は、平成 30年 7月豪雨の応急修理制度の申込者が複数の修理業者に工事を依頼する場合があること
を想定し、管理台帳の入力欄（修理業者名、修理業者住所、代表者氏名、修理見積額）を、申込者毎に最大
５者まで入力できるようにし、複数の修理業者の応急修理工事に係る見積額の合計が、１世帯の上限額を超
えていないかチェックできるようにした。 

 

出典：熊本市提供資料より作成 
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○ 平成 30年７月豪雨の際の応急修理の受付体制の例：広島県、愛媛県 

全体的に、修理見積書の内容確認等を技術職員が、それ以外の業務を事務職員が担当するという役割分担
が多く見られた。また、被害が大きかった地域の支所にも受付窓口を設置した自治体（呉市、宇和島市、西
予市）が見られた。 

 
● 広島県  

作業内容 担当 人数 
相談窓口に県職員を派遣、建築職の技術職員
が不在の市町を中心に技術的支援 

建築課+営繕課 延べ 154 名 
（派遣期間：7/17～8/31） 

● 呉市（広島県） … 応急修理申込件数：294件（平成 31年 4月 1日時点）  
◆ 本庁舎（平成 30年７月下旬～８月中旬時点） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 建築指導課 技術職員 １名 
応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、修
理見積書の審査、修理依頼書の交付、完了報
告書の審査 

建築指導課 技術職員 ２名（応急修理専属）  

工事費の支払い 福祉保健課 事務職員 １名（応急修理以外の業務
と兼務） 

◆ 安浦支所（平成 30年７月下旬～８月中旬時点） 
作業内容 担当 人数 

応急修理申込書の受付 建築指導課＋技術監理室  
技術職員 

3 名（応急修理専属） 

◆ 天応支所（平成 30年７月下旬～８月中旬時点）  
作業内容 担当 人数 

応急修理申込書の受付 建築指導課＋技術監理室  
技術職員 

2 名（応急修理専属） 

◆ 応急修理専用電話（開設期間：平成 30年７月～８月）  
作業内容 担当 人数 

電話での応急修理に係る相談対応 技術監理室 技術職員 3 名（応急修理専属） 

● 三原市（広島県） … 応急修理申込件数：306件（平成 31年 4月 1日時点） 
◆ 本庁舎（平成 30年７月下旬～８月中旬時点） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 
応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、修理見
積書の審査、完了報告書の審査、工事費の支払い 

住宅対策課 技術職員 1 名（応急修理以外の業務
と兼務） 

応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、工
事費の支払い 

住宅対策課 事務職員 2 名（応急修理以外の業務
と兼務） 

修理見積書の審査、修理依頼書の交付、完了
報告書の審査 

建築課＋建築指導課 
技術職員 

7 名（応急修理以外の業務
と兼務） 

● 坂町（広島県） … 応急修理申込件数：222件（平成 31年 4月 1日時点） 
◆ 本庁舎（平成 30年 9月時点） 

作業内容 担当 人数 
応急修理制度に係る全ての事務 産業建設課 事務職員 1 名（応急修理以外の業務

と兼務） 
◆ 本庁舎（平成 30年 10月以降） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 
修理見積書の審査、完了報告書の審査 

産業建設課 事務職員 1 名（応急修理以外の業務
と兼務） 

応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、修
理依頼書の交付、工事費の支払い 

他自治体からの応援 
事務職員 

1 名（応急修理専属） 
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● 愛媛県  

作業内容 担当 人数 
市町からの要望を確認し国交省に他自治体
職員の派遣を依頼、相談窓口に県職員を派
遣、市町からの相談、情報共有 

住宅確保支援グループ 
（保健福祉課 事務職員 
建築住宅課 技術職員） 

3 名 

● 大洲市（愛媛県） … 応急修理申込件数：1,345件（平成 31年 4月 1日時点） 
◆ 本庁舎（平成 30年８月上旬時点） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 都市整備課 課長 1 名 
応急修理申込書の受付（市役所大ホールでの
集中受付業務） 

都市整備課 事務職員 4 名（応急修理専属） 

受付台帳の整備、修理見積書の審査、修理依
頼書の交付、完了報告書の審査、工事費の支
払い 

都市整備課 事務職員 2 名（応急修理専属） 

◆ 本庁舎（平成 30年８月下旬～９月下旬） 
作業内容 担当 人数 

指揮・監督 都市整備課 課長  1 名 
応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、修
理見積書の審査、修理依頼書の交付、完了報
告書の審査、工事費の支払い 

都市整備課 事務職員 ６名（応急修理専属） 

修理見積書の審査 他自治体からの応援 技術職
員 

2 名（応急修理専属） 

応急修理制度に係る事務の補助 他自治体からの応援 事務職
員 

1 名（応急修理専属） 

● 宇和島市（愛媛県） … 応急修理申込件数：439件（平成 31年 4月 1日時点） 
◆ 本庁舎（平成 30年８月時点） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 
応急修理申込書の受付、受付台帳の整備、修
理見積書の審査、完了報告書の審査 

建築住宅課 技術職員 1 名（応急修理専属） 

修理見積書の審査 他自治体からの応援 技術職
員 

1 名（応急修理専属） 

書類発送事務、工事費の支払い 建築住宅課 事務職員 1 名（応急修理専属） 
◆ 吉田支所（平成 30年８月時点） 

作業内容 担当 人数 
応急修理申込書の受付、修理見積書の審査、
完了報告書の審査 

建築住宅課 技術職員 1 名（応急修理専属） 

修理見積書の審査 他自治体からの応援 技術職
員 

2 名（応急修理専属） 

● 西予市（愛媛県） … 応急修理申込件数：174件（平成 31年 4月 1日時点） 
◆ 本庁舎（平成 30年８月時点） 

作業内容 担当 人数 
指揮・監督 
受付台帳の整備、修理依頼書の交付、完了報
告の審査、工事費の支払い 

福祉事務所福祉課 事務職員 1 名（応急修理専属） 

修理見積書の審査 建設課 技術職員 1 名（応急修理専属） 
◆ 野村支所（平成 30年８月時点） 

作業内容 担当 人数 
応急修理申込書の受付及び生活再建全般の
制度の申請受付 

福祉事務所福祉課 事務職員 
他自治体からの応援 事務職
員 

６名（応急修理を含
む生活再建全般を担
当） 
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④ 指定業者リストの作成 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 住宅の応急修理に関する協定の例：三重県 

三重県と三重県建設労働組合は、被災した住宅の応急修理に関して、災害時の円滑な対応に備えることを
目的として協定を締結した。「災害時における被災住宅の応急修理に関する協定書」では、三重県建設労働
組合は、災害時に三重県からの要請にもとづき、以下の協力を行うこととしている。 
・対応に必要な応急修理業者の確保に最大限努め、その情報を県に提供する。 
・情報提供された応急修理業者は、依頼に基づき応急修理を行う。 
 
また、本協定では応急修理業者及び応急修理に係る業務担当者の名簿を毎年１回、県に提出することとし

ている。応急修理名簿には、各会社の対応可能修理を明記している。 
 
【被災した住宅の応急修理と協定の全体像】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：三重県ホームページ 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 工事の指定業者を追加した事例：兵庫県、新潟県、青森県、呉市、三原市、坂町（広島県） 

○兵庫県（平成 16 年台風第 23 号） 
・ 兵庫県では、平成 16 年台風第 23 号の際に、平成 16 年 12 月９日付社第 1661 号「住宅の応急修理

の弾力運用の取り扱いについて」（記 1「既に工事を完了している場合で、弾力運用の要件に合致し、
工事費用精算前であれば対象として差し支えない」）を受け、原則、業者は指定するが、応急修理申
込者が要件審査を受け対象となり、業者見積が提出され要件を満たしているような場合、その修理
業者を申請日付で指定業者とした。 

○新潟県（平成 23 年７月新潟・福島豪雨） 
・ 新潟県においても、平成 23 年７月新潟・福島豪雨の際に、被災者が、指定業者リストに掲載されて

いない馴染みの業者に修理を希望する場合、市町村が指定業者リストに追加し、災害救助法に基づ
く応急修理制度の対象とできるよう対応した。 

○青森県（平成 23 年東日本大震災） 
・ 応急修理の手続きの流れとしては、県が応急修理を行う業者のリストを参考に提示し、市が業者指

定を行う。青森県八戸市では、平成 23年東日本大震災の際、被災者が指定業者リスト（応急修理指
定業者一覧表）に掲載されていない馴染みの業者に修理を依頼する場合、被災者から「住宅の応急
修理指定業者願書」の提出を求め、市が後追いで指定業者リストに追加し、災害救助法に基づく応
急修理の対象とできるよう対応した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○呉市、三原市、坂町（広島県）（平成 30年７月豪雨） 
・ 応急修理制度の受付開始当初は県から提供された修理業者リストを「指定業者リスト」として活用し

た。 
・ 制度を運用する過程で、当初の「指定業者リスト」に掲載されていない業者に被災者が応急修理工事

を依頼する場合もあり、その場合は当該業者に「住宅の応急修理指定業者願書」を建設業許可証明書
等とともに提出させ、特段問題がない場合は指定業者リストに追加した。 

出典：八戸市ホームページ 
「被災住宅の応急修理制度について 住宅の応急修理指定業者願書」 
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⑤ 制度の周知 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ （被災者・修理業者向け）写真の撮り忘れ防止のためのチラシ（例） 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 被災者向けの応急修理制度の周知資料の例：千葉県 

千葉県では令和元年台風第 15 号の際に、災害救助法に基づく応急修理制度の対象者の要件や費用の限度額、
提出書類について、被災者に分かりやすく伝えるため、図を含めたチラシを作成し、県のホームページに掲
載した。また、全国木造建設事業協会千葉県協会が作成のチラシに、内閣府、国土交通省、千葉県のクレジ
ットを記載し、住宅被害に係る支援制度を明記の上、被災者に周知した。 
 

 

 

出典：千葉県ホームページ 
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○ 修理業者向けの応急修理制度の周知資料の例：広島県 

広島県は平成 30年 7月豪雨の際の応急修理制度の運用において、これから修理見積書を作成する修理業者
向けに「住宅の応急修理制度に係る工事の施工業者の方へ」として、修理見積書の様式及び記載例が掲載さ
れている市町ホームページのＵＲＬ、応急修理の対象となる工事、工事完了の際には写真（施工前・施工中・
施工後）が必要になること等を記載した制度周知資料のひな形を作成し、応急修理を実施する市町に提供し
た。 

出典：呉市資料 
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⑥ 応急修理制度に係る手続の実施 
 

◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 被害状況の分かる施工前写真が無い場合、市が撮影した写真で対応した例：西予市（愛媛県） 

西予市では平成 30年 7月豪雨の際、応急修理の修理業者が現地に行く前に、被災者が被災住宅の内部を清
掃、整理してしまったため、被害状況が分かる施工前写真が無いことがあった。 
西予市は、住家の被害認定調査の際に住宅内部の写真を撮っていたため、施工前写真の提出がない場合に

は、このような市が撮影した写真でもって施工前写真としていた。 
 

○ 修理見積書及び施工前写真について事前審査を行った例：呉市（広島県） 

呉市は、平成 30年 7 月豪雨の際の応急修理の修理見積書及び施工前写真が正式に提出される前に、修理業
者に対し、メール又はＦＡＸでこれらを市に送付し、事前審査を受けるよう求めた。 
呉市は、送付された修理見積書及び施工前写真を用いて応急修理制度の対象工事かどうかの判断を行うと

ともに、修理見積書の修正が必要な箇所等について電話又はメールにより修理業者に伝達した。 
これにより、押印のある修理見積書について、提出後に修正等が発生しないようにし、申込者（被災者）

及び修理業者の負担軽減を図った。 
 

○ 修理業者への支払いに係る事務処理・決裁・振込を定期的にまとめて行った例：熊本市 

平成 28年熊本地震の際、熊本市では、修理業者への支払い件数が多く、１件ずつ事務処理・決裁を行うと
作業が膨大になるため、定期的（月に２～３回）にまとめて事務処理と決裁を行った。 
また、振込は総合振込方式（金融機関への複数案件の振込依頼を一括して行う方式）とし、更に事務の効

率化を図った。 
 

○ 実施期間を延長した例：石川県 

平成 19年能登半島地震では、産業基盤が他の地域に比較して低位にある半島振興対策実施地域として指定
されており（半島振興法）、実際に修理業者が不足しており、また、他都市からの修理業者の応援等につい
ても、半島地域であることからそれほど多くは見込めないため、同年３月 25 日から７月 25日までの期間の
延長を予め特別基準として対応した。 

 
参考文献：内閣府「災害救助事務取扱要領」平成 26年６月 
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○ 契約済であっても工事費を支払っていなければ応急修理の対象とした例：兵庫県 

平成 16 年台風第 23 号の兵庫県の被害では、住民と修理業者が契約し、修理に着手した場合であっても、
要件に合致し、修理事業者に支払いを終えていない段階であれば、事後的に応急修理の対象とする手続きの
簡素化が図られた。なお、この手続きは、厚生労働省との協議の上、実施された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

出典：兵庫県提供資料 
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